
「第４次みやざき男女共同参画プラン」の推進状況について

生活・協働・男女参画課

１ 県の推進状況
平成１４年３月 「みやざき男女共同参画プラン」策定
平成１５年３月 「宮崎県男女共同参画推進条例」公布
平成１９年３月 「みやざき男女共同参画プラン」改定
平成２４年３月 「第２次みやざき男女共同参画プラン」策定
平成２９年３月 「第３次みやざき男女共同参画プラン」策定
令和 ４年３月 「第４次みやざき男女共同参画プラン」策定

（期間：令和４年度～令和８年度）

(参考） 男女共同参画社会基本法(抄）
第９条 地方公共団体は､基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関
し、国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施
策を策定し､及び実施する責務を有する｡

第14条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域におけ
る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都
道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

２ 推進体制
知 事

宮崎県男女共同参画推進会議 宮崎県男女共同参画審議会
・男女共同参画に関する施策の総合的企画･ ・男女共同参画計画の策定･変更につ

推進、県関係部局の連絡調整 いての調査審議

・男女共同参画の推進に係る重要事

会長：知事 項等についての調査審議

副会長：副知事
委員：各部長、政策調整監、 委員：学識経験者等

危機管理統括監、

会計管理者、企業局長、

病院局長、教育長、

警察本部長

幹 事 会

県庁内各課 生活・協働・男女参画課 市町村男女共同参画担当課
総合調整・推進 連携

宮崎県男女共同参画センター
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３ 重点を置く視点と指標

第４次プランでは、特に地域社会における政策・方針決定過程への女性参画が十分に進んでいな

いことや、若い世代から男女平等意識を醸成する必要があること、また、新型コロナウイルス感染

拡大により多くの非正規雇用の女性が失業したり、家事・子育ての負担が増すなど、女性により大

きな影響が現れていることから、下記３つの視点に重点を置いて各施策に取り組むこととしていま

す。

【 重点を置く視点 】 【 主な取組等 】

① 政策・方針決定過程への ○ 市町村策定の男女共同参画プランとの

女性の参画拡大に向けた 連携

市町村への支援と連携

○ 市町村の審議会への女性委員登用に係る

きめ細かな支援

○ 男女共同参画センターの利用者増に向け

た取組

② 根強く残る固定的性別役割

分担意識の解消に向けた取組 ○ 男女共同参画地域推進員の活動の活性化

や若年世代への男女共同参画

の理解の促進 ○ 若年層に対する男女共同参画についての

学習機会の充実

○ みやざき女性の活躍推進会議を中心とし

た官民一体となった取組の強化

③ 長時間労働の是正等働き方 ○ 女性のロールモデル発信及び女性管理職

改革の推進や、男女ともに 育成のための研修会の実施

育児休業を取得しやすい職場

づくりなど就業環境の整備に ○ 「ひなたの極」認証制度の推進等働きや

向けた関係部局・機関との すい職場づくりに向けた取組

連携強化
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４ 計画の体系

プランの進行管理 ：(1)～(25)の各取組項目について、具体的施策や目指す数値目標を
設定しており、毎年、進捗状況を確認の上、点検・評価を実施。

取組項目

(1) 政策･方針決定過程への女性の参画拡大

(2) 経済分野における女性の参画拡大

(3) 女性の能力発揮への支援

(4) 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

(5) 多様な就業ニーズを踏まえた就業環境の整備

(6) 女性の就業継続・再就職・起業等のための支援

(7) 仕事と生活の両立支援と働き方の見直し

(8) 家庭･地域活動への男女の共同参画の促進

(9) 多様なライフスタイルに対応した子育て・介護支援策の充実

(10) 地域活動､環境の分野における男女共同参画の推進

(11) 活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の推進

(12) 男女共同参画の視点に立った慣習･慣行の見直し

(13) 理解と共感を広げる広報･啓発活動の推進

(14) 男女共同参画に配慮したメディア表現の促進

(15) 子どもたちの男女共同参画の理解の促進

(16) 男女共同参画を推進する学習機会の充実

(17) 女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けた環境づくり

(18) 配偶者等からの暴力防止及び被害者の保護･支援体制の充実

(19) セクシュアルハラスメント、性犯罪等対策の推進

(20) 性と妊娠･出産等に関する健康と権利に対する支援

(21) 生涯を通じた健康の保持増進対策の推進

(22) 健康に影響を及ぼす問題についての対策の推進

(23) 貧困などの生活上の困難に直面する女性等への支援

(24) 高齢者､障がい者､外国人等が安心して暮らせる環境の整備

１０
防災分野における男女共同参画の
推進

(25) 男女共同参画の視点を反映した地域の防災力向上

男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現

施策の柱 施策分野

Ⅰ

あらゆる分野にお
ける女性の参画拡
大

※ 女性活躍推進法
 の推進計画として
 位置付け

１
社会における政策・方針決定過程
への女性の参画拡大

２ 就業環境の整備

３
働き方の見直しと仕事と生活の調
和

４
様々な分野における男女共同参画
の推進

Ⅱ
男女共同参画社会
の実現に向けた基
盤の整備

５
男女共同参画の推進に向けた
意識改革

６
教育・学習を通じた男女共同参画
の推進

Ⅲ

一人ひとりの人権
が尊重される安全･
安心な暮らしの実
現

７ 女性に対するあらゆる暴力の根絶

８ 生涯を通じた健康支援

９
困難を抱えた女性等が安心して暮
らせる環境の整備
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５　令和４年度　男女共同参画に関する主な取組

【女性活躍に関する取組】

　（1） みやざき女性の活躍推進会議

○ 会員企業数365社

○ 総会・研修会（11月：宮崎市）

○ 研修会（８月：宮崎市：オンライン開催）

○ みやざき女性リーダー育成塾（10～12月 全3回：県庁）

　

　

　（2） Ｈｉｎａｔａ・あぐりんぬ

○ 地域農業で元気に活躍する女性グループ（13名）

○ 南九州大学生との交流（4～5月）

○ Karada Good Miyazaki フェスタ 2022（11月：宮崎市）

○ 女性農林漁業者を対象とした機械操作研修会（12月：延岡市）

　（3） ひなたもりこ

○ みやざき森林・林業女性の会（87名）

○ 交流研修会

（3月：美郷町）竹灯籠づくり及びメンマ作りの紹介

① 講演
　　「ポストコロナ時代の働き方とダイバーシティ」
　　ジャーナリスト　浜田　敬子氏

・対象：企業の女性管理職及びその候補者
・講師：株式会社Will Lab　代表取締役　小安美和氏
　第1回　「今求められるリーダーについて学ぼう」
　第2回　「「わたし」の現在地とこれからを考えよう」
　第3回　「キャリアを豊かにする手法を身に付けよう」

①講演
　「女性が多い職場から考える休暇制度のホントの在り方」
　学校法人平成学園　マナビヤ宮崎アカデミー校長　迫田　真紀子氏

②講演
　「女性活躍・ジェンダー平等の現在、過去、未来」
　宮崎大学理事補佐（男女共同参画推進担当）　伊達　紫氏

［生活・協働・男女参画課］

［担い手農地対策課］

［森林経営課］
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  【働き方改革に関する取組】

　（1） ワークライフバランスの促進

○

○

○ 「働きやすい職場づくり応援セミナー」の開催（10月）

○

○

　（2） 女性職員が活躍できる職場環境の整備

○ 宮崎県庁「県庁職員子育て応援・女性活躍推進プラン」に基づく取組の推進

　・相談窓口の運用 （県庁職員ワーク・ライフ・バランス推進サポート制度）

　　～ 先輩職員の経験からの「仕事と家庭の両立」への助言等

　・「両立支援ハンドブック」による育児休業等の制度周知

　・「子育てマイプラン」による育児休業取得から職場復帰までの支援

　・つわり等の体調不良の際に利用できる休憩スペースの運用

　・県庁職員ワーク・ライフ・バランス推進研修の実施（令和５年１月）

【県民の意識啓発に関する取組】

　（1） 男女共同参画週間講座（７月）

○ 県民ニーズが高いテーマの講演を実施（オンライン、録画配信等）

　・講演：「なぜ今ジェンダー平等なのか？～SDGsの時代に～」

    講師：大崎　麻子氏

　（2） パープルリボンキャンペーン（11月）

○ 女性に対する暴力をなくす運動の期間に、啓発キャンペーンを実施

　・パネル展（DV・デートＤＶ啓発防止等）、出前相談

　・DV防止関連動画の配信

　・県庁本館ダブルライトアップ

「働きやすい職場『ひなたの極』」認証制度
（令和5年3月31日現在57社認証）

（令和5年3月31日現在1,508事業所登録）

写真

［生活・協働・男女参画課］

［雇用労働政策課］

　　［人事課 ・ 行政改革推進室］

「仕事と生活の両立応援宣言」登録制度

［生活・協働・男女参画課］

「働き方改革企業応援Web形式オンラインセミナー」開催（11月・12月）

「働き方改革アドバイザー養成講座」開催(10月～12月)
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６　プランが目指す数値目標の進捗状況

　
： 項目

： 項目

： 項目

１ 重点指標

※1 速報値

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

1 県の審議会委員に占める女性の割合 8 2 3 4 △ 2.0 ﾎﾟｲﾝﾄ 87.8% -48.8% × 生活・協働・男女参画課

2 市町村の審議会委員に占める女性の割合 8 2 3 4 1.4 ﾎﾟｲﾝﾄ 65.5% 9.2% △ 生活・協働・男女参画課

3
固定的性別役割分担意識（「男性は外で働
き、女性は家庭を守るべきである」というよう
な考え）にとらわれない人の割合

8 2 3 4
※1

3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ 86.3% 24.8% ○ 生活・協働・男女参画課

4
社会全体で男女が平等になっていると
感じる人の割合

8 2 3 4
※1

2.3 ﾎﾟｲﾝﾄ 49.7% 13.2% △ 生活・協働・男女参画課

男
性 50％

4
※

男
性 25.8％ 3

男
性 16.6％

男
性 25.8％ 0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ 51.6% 0.0%

女
性 100％ 2

女
性 97.0％ 3

女
性 97.6％

女
性 98.4％ 1.4 ﾎﾟｲﾝﾄ 98.4% 46.7%

6
県内民間事業所における年次有給休暇の
取得率

8 2 3 4 2.0 ﾎﾟｲﾝﾄ 80.7% 12.9% △ 雇用労働政策課

※政府の方針や令和4年度実績等に基づき、男性の令和8年度目標値を50%に引き上げたことから、目標値及び基準値を修正

雇用労働政策課

70％ 54.5％ 56.1％ 56.5％

5 県内民間事業所における育児休業取得率
8
※

4 ○

■　第４次プランでは、数値目標として６つの重点指標と31の取組指標が定められている。
　
■　最新の調査結果は以下のとおりで、進捗率が20％以上の項目は、37項目のうち21項目。

　　「達成率」＝令和８年度目標値に対する最新の現況値の割合
　　　　　　　＝最新の現況値／目標値

　　「進捗率」＝令和８年度目標達成に向けて、プラン策定から取組がどの程度進んでいるかを示す。
　　　　　　　＝（最新の現況値－基準値）／（目標値－基準値）
　　　　　　　⇒５か年計画のため、１年経過時点で進捗率が20％以上の場合に「進捗状況」は○と評価。

30％ 12.6％ 16.2％ 14.9％

50％ 45.9％ 44.4％ 43.9％

40％ 24.8％ 25.6％ 26.2％

75％ 61.3％ 62.5％ 64.7％

（調査年度等で増減がない指標「－」も含む）

（重点指標１、取組指標14）

・進捗状況 ○（進捗率20％以上）の指標

・　　〃　 △（進捗率0%～20%未満）の指標

・　　〃   ×（進捗率マイナス）の指標

指標項目

21

14

2

（うち指標13、17、22、29は、現時点で目標達成）

■　重点指標のうち基準値から後退又は伸び悩んでいる指標への対応方針

　・重点指標１・２：「県の審議会員に占める女性の割合」「市町村の審議会員に占める女性の割合」

　　　昨年度末に、庁内各課へ女性委員の積極的な登用推進に係る依頼文を発出。
　　　特に登用率の低い審議会については、今後、担当課と個別に対応協議を行う。

　・重点指標４：「社会全体で男女が平等になっていると感じる人の割合」

　　　いまだ根強く残る固定的な性別役割分担意識や無意識の偏見が背景にあることから、県男女共同参画
　　センター等の関係機関と連携して、「男女共同参画週間」における各種メディアを活用した広報・啓発
　　活動等を実施し、学校や地域、家庭等、あらゆる場面における県民の意識改革に取り組む。

　・重点指標６「県内民間事業所における年次有給休暇の取得率」

　　　「仕事と生活の両立応援宣言」登録制度や「働きやすい職場『ひなたの極』」認証制度について普及
　　啓発を行うなど、働きやすい職場環境づくりを促進することにより、年次有給休暇の取得率向上につな
　　げる。

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減
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２　取組指標　 

施策分野１　社会における政策・方針決定過程への女性の参画拡大

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

1
県職員の副主幹ポスト職以上に占める
女性の割合（知事部局）

8 3 4 5 3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ 95.5% 77.5% ○ 人事課

2
教職員の教頭以上及び主要なポスト職
（教務主任、生徒指導主事、保健主事、進路
指導主事）に占める女性の割合

8 3 4 5 2.0 ﾎﾟｲﾝﾄ 76.0% 17.2% △ 教職員課

3 全警察官に占める女性の割合 8 3 4 5 1.2 ﾎﾟｲﾝﾄ 88.3% 46.2% ○ 警察本部警務課

4
県内民間事業所の管理職（係長相当職
以上）に占める女性の割合

8 2 3 4 3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ 77.3% 32.0% ○ 雇用労働政策課

5 みやざき女性の活躍推進会議会員企業数 8 2 3 4 20 社 81.1% 19.0% △ 生活・協働・男女参画課

6 女性の農業委員割合 8 2 3 4 0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ 54.0% 0.0% △ 担い手農地対策課

7
農業協同組合（総合農協）の役員に占める
女性の割合

8 1 3 4 0.7 ﾎﾟｲﾝﾄ 62.7% 11.1% △ 農政企画課

施策分野２　就業環境の整備

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

8
育児休業制度を就業規則に整備している事
業所（従業員10人以上）の割合

8 2 3 4 1.5 ﾎﾟｲﾝﾄ 92.7% 17.0% △ 雇用労働政策課

9 25～44歳の育児をしている女性の有業率 8 29 29 29 0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ 91.0% 0.0% - 雇用労働政策課

施策分野３　働き方の見直しと仕事と生活の調和

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

10 男性県職員の育児休業取得率（知事部局）
8
※

4
※

3 4 0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ 51.8% 0.0% - 人事課

11
「仕事と生活の両立応援宣言」を行う事業所
数

8 2 3 4 208 事業所 83.8% 41.6% ○ 雇用労働政策課

12 放課後児童クラブの受入人数 8 3 4 4 229 人 92.5% 17.8% △ こども政策課

13 保育所等の待機児童数 8 3 4 4 △ 1 件 100.0% 100.0% ○ こども政策課

施策分野４　様々な分野における男女共同参画の推進

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

14 自治会長に占める女性の割合 8 3 3 4 △ 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ 41.0% -9.3% × 生活・協働・男女参画課

15 森林・林業女性の会「ひなたもりこ」登録者数 8 3 4 5 0 人 87.0% 0.0% △ 森林経営課

16 認定農業者に占める女性の割合 8 1 2 3 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ 82.2% 23.8% ○ 担い手農地対策課

17 漁村女性部による食育等の活動数 8 1 3 4 13 回 140.0% 260.0% ○ 水産政策課

施策分野６　教育・学習を通じた男女共同参画の推進

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

18
宮崎県男女共同参画センターの利用者数
（出前講座参加者等も含む）

8 2 3 4 2,014 人 98.2% 88.3% ○ 生活・協働・男女参画課

19
人権教育指導者養成研修会の受講者数（累
計）

8 2 3 4 346 人 96.1% 59.7% ○ 人権同和教育課

15,000人 12,719人 14,506人 14,733人

6,000人 5,420人 5,657人 5,766人

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減

指標項目

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値

9% 6.9% 7.2% 7.4%

20回 15回 5回 28回

10％ 4.6％ 4.6％ 4.1％

100人 87人 88人 87人

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減

指標項目

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値

14,182人 12,893人 13,122人 13,122人

0人 1人 0人 0人

※政府の方針や令和4年度実績等に基づき、令和8年度目標値を85%に引き上げたことから、目標値及び基準値を修正

85％ 44.0％ 26.3％ 44.0％

1,800事業所 1,300事業所 1,379事業所 1,508事業所

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減

指標項目

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値

100％ 91.2％ 90.7％ 92.7％

80％ 72.8％ 72.8％ 72.8％

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減

10%（早期）
さらに15%
を目指す

8.7％ 8.7％ 9.4％

指標項目

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値

450社 345社 350社 365社

30％ 16.2％ 16.2％ 16.2％

12%程度 9.4％ 9.9％ 10.6％

30％ 20.0％ 21.5％ 23.2％

20％ 16.0％ 17.5％ 19.1％

40％ 28.4％ 28.7％ 30.4%

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減

指標項目

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値
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施策分野７　女性に対するあらゆる暴力の根絶

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

20 女性相談員を設置している市町村の数 8 3 4 5 1 市町村 70.0% 25.0% ○ こども家庭課

21 ＤＶ基本計画を策定している市町村の数 8 3 4 5 2 市町村 96.2% 66.7% ○ こども家庭課

22
セクシュアルハラスメント防止に向けた校内
研修会を年間で複数回実施する学校の割合

8 2 3 4 4 ﾎﾟｲﾝﾄ 100.0% 100.0% ○ 教職員課

施策分野８　生涯を通じた女性の健康支援

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

23 子宮（頸）がん検診受診率 8 1 1 1 0 ﾎﾟｲﾝﾄ 83.2% 0.0% - 健康増進課

24 乳がん検診受診率 8 1 1 1 0 ﾎﾟｲﾝﾄ 94.6% 0.0% - 健康増進課

25 人工妊娠中絶率（女性人口千対） 8 1 2 3 1.3 ﾎﾟｲﾝﾄ 98.6% 50.0% ○ 健康増進課

施策分野９　困難を抱えた女性等が安心して暮らせる環境の整備

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

26
子どもの貧困対策推進計画を策定した市町
村

8 2 3 4 3 市町村 96.2% 75.0% ○ 福祉保健課

27
法人後見に取り組む市町村社会福祉協議会
数

8 2 4 5 6 市町村 87.5% 75.0% ○ 長寿介護課医療・介護
連携推進室

施策分野１０　防災分野における男女共同参画の推進

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

28 県内女性防災士の数 8 3 4 5 377 人 81.8% 49.5% ○ 危機管理課

29 消防団員に占める女性の割合 8 3 4 5 0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ 112.5% 300.0% ○ 消防保安課

推進体制

年
度

年
度

年
度

年
度

達成率 進捗率
進捗
状況

30 庁内推進会議設置市町村の数 8 3 4 5 1 市町村 96.2% 50.0% ○ 生活・協働・男女参画課

31
女性の活躍に関する推進計画を策定してい
る市町村の数

8 3 4 5 4 市町村 88.5% 57.1% ○ 生活・協働・男女参画課

26市町村 24市町村 25市町村 25市町村

26市町村 19市町村 23市町村 23市町村

2,115人 1,353人 1,513人 1,730人

3.2％

指標項目

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減

3.6％

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減

3.2％ 3.0％

指標項目

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値

26市町村 22市町村 23市町村 25市町村

16市町村 8市町村 14市町村 14市町村

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減

6.2％ 8.8％ 8.2％ 7.5％

指標項目

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値

50％ 41.6％ 41.6％ 41.6％

50％ 47.3％ 47.3％ 47.3％

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減

100％ 96.0％ 100.0％ 100.0％

指標項目

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値

10市町村 6市町村 6市町村 7市町村

26市町村 23市町村 25市町村 25市町村

指標の所管課

数値 数値 数値 数値
基準値からの

増減

指標項目

目標値
(プラン策定時）

基準値
前回調査時 最新の現況値
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参考　審議会等における女性委員の割合

　（１） 県の審議会等の女性委員の登用状況について

          令和８年度までに５０％

　（２） 各部局の登用状況

総合政策部

総　務　部

福祉保健部

商工観光労働部

農政水産部

県土整備部

教育委員会

県警察本部

県　合　計

　（３） 審議会等における女性登用率の推移

（４） 各都道府県の審議会等の女性委員登用状況（令和３年度末実績、内閣府調査）

（５） 国の審議会等の女性委員登用状況及び目標値

目標値

実　績

３位 山口県 47.8%

４位 島根県 47.6%

（「審議会等の委員への女性登用要領」第３条に規定、第４次みやざき男女共同参画プランの目標値）

　2025年までに 40％以上60％以下　（第５次男女共同参画基本計画）

　43.0 ％（2022年９月末現在）

49.7 48.3 44.7

部 局 名
登用状況

令和２年度末実績(%) 令和３年度末実績(%) 令和４年度末実績(%)

53.1 52.1 52.8

44.4 41.0 41.1

環境森林部 44.7 44.0 44.6

40.0 42.9 45.2

48.1 44.4 44.4

41.8 41.0 38.8

51.5

45.9 44.4 43.9

病院局 50.0 50.0 50.0

44.9 47.6 47.8

２位 山形県 52.5%

52.4 51.5

全国平均 38.1%

１位 徳島県 56.8%

７位 宮崎県 44.4%

５位 岐阜県 45.7%

６位 鳥取県 44.8%
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